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調査概要

１．事業名称
「横浜港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた水素利活用システム検討調査」

２．ＮＥＤＯ事業テーマ

水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発／（ア）水素製造・利活用ポテン
シャル調査

３．事業目的
「横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート検討会（2021年3月）」で示された方向性を踏

まえ、横浜・川崎臨海部における水素製造ポテンシャルと水素利活用ポテンシャルの調査を
行い、横浜・川崎臨海部における水素利活用トータルシステムの実現可能性を調査する。

４．事業期間
２０２１年６月２３日～２０２３年２月２８日

５．提案者
横浜川崎国際港湾株式会社、横浜市、横浜港埠頭株式会社
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調査計画の構成

1 水素製造・調達ポテンシャル調査 2 水素利活用ポテンシャル調査

① 1-1 地域内における製造・副生水素の供給動向及びポテンシャル調査 ⑨ 2-6
リーファーコンテナなどターミナル設備及び周辺施設への分散型エ

ネルギーの供給

② 1-2 海外からの水素調達動向及びポテンシャル調査 ⑩ 2-7
燃料電池等も組み合わせたエネルギーマネジメントシステムの高度

化

③ 1-3 国内からの水素調達動向及びポテンシャル調査 ⑪ 2-8 パイプライン等も活用した水素の貯蔵・配送手法の効率化

2 水素利活用ポテンシャル調査 3 経済性、温室効果ガス削減効果の検討

④ 2-1 港湾施設、工場やコンビナート等の産業施設の需要量 ⑫ 3-1 経済性の評価指標の設定

⑤ 2-2 停泊時船舶への電力供給 ⑬ 3-2 温室効果ガス排出量の現況推計と削減効果の検討

⑥ 2-3 水素燃料船舶への燃料供給 4 水素利活用トータルシステムの検討

⑦ 2-4 荷役機械等の水素化 ⑭ 4-1 水素利活用トータルシステムの検討

⑧ 2-5 海上コンテナの陸上輸送の水素化 ⑮ 4-2 連絡協議会の開催及び個別意見聴取の実施

実施計画書・記載項目

２か年調査の初年度は調査項目の全般において文献調査、データ整理及び企業インタ
ビューを進めるほか、共同アンケートや専門家の意見聴取を実施中。
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個別意見聴取

・横浜港臨港地区からのＣＯ２排出量の
算出方法を精査。

・横浜港のカーボンニュートラルを目指
すにあたり、どのような分野・取組に対
して対策を検討するのかなど、ＣＯ２の
定量的な把握のもとで、次年度の削減
効果検討にあたっての基礎固めをした。
（調査項目の⑬に該当）

情報誌『港湾』（２０２２年１月号）より

１．実施内容

横浜港臨港地区（陸域）からの二酸化炭素排
出量推計方法へのレビューを実施

２．専門機関名称
公益財団法人地球環境戦略研究機関

３．実施結果
横浜市港湾局の推計方法について問題なし。
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連絡協議会

１．名称
「横浜港水素利活用に関する連絡協議会」（２０２１年１１月１９日）

２．構成
会長：関東地方整備局 副局長
委員：関東経済産業局 資源エネルギー環境部長

横浜川崎国際港湾株式会社 企画部長
横浜市港湾局 政策調整部長
横浜港埠頭株式会社 技術部長

３．目的
本調査の適切な実施のため会長及び各委員から助言をいただく

４．スケジュール
2021年度に２回、2022年度に３回、開催予定
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ＮＥＤＯ委託事業の進捗（川崎市分）について

川崎市臨海部国際戦略本部

臨海部事業推進部

令和4年2月7日 第３回
横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート（CNP）形成推進会議

6



調査概要①

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の実施する

「水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発／水素製造・利活用ポテンシャル調査」

について、ENEOS株式会社・ENEOS総研株式会社と川崎市の3者で共同提案し、採択。

１.事業名称

「東京湾岸エリアにおけるＣＯ２フリー水素供給モデルに関する調査」

２.事業目的

東京湾岸エリアの脱炭素化実現を目指し、川崎臨海部に所在する製油所等の、

海外ＣＯ２フリー水素受入基地としての可能性を調査する。

さらには、水素受入基地から周辺需要家への、水素パイプラインによる水素供給インフラ
構築の実現可能性を評価し、最適な水素供給モデルを構築する。

３.事業期間

2021年度～2022年度

４.役割分担

右図のとおり
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調査概要②

調査全体のイメージ

調査結果のイメージ

既存パイプライン網の活用
延伸・新設
コスト試算を踏まえた事業性
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調査状況⑤-1 アンケートを基に需要量を可視化
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調査状況⑤-2 パイプライン実現に向けた意見等も聴取

 今後、一部の企業にはヒアリングを実施し、需要量の精緻化や自由意見の収集を図る想定
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調査状況⑥ 海外動向についても調査中

 外部有識者委員会で得た助言等を踏まえ、関連事例の更なる調査を実施する想定
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